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令和７年１月３１日 

社会福祉法人群馬県社会福祉協議会 

 

新型コロナウイルス感染症に係る緊急小口資金等の生活福祉資金特例貸付 

債権管理に関わる業務委託の仕様書 

 

１．業務概要について 

（１）業務内容 

新型コロナウイルス感染症に係る緊急小口資金等の生活福祉資金特例貸付

（以下「特例貸付」という。）債権管理に関わる償還免除、償還猶予業務、償還

金の請求・入金管理業務などの償還業務及び借受人等の情報管理、住民票調査、

居住実態調査に関わる業務。 

（２）委託期間  令和７年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

 

２．特例貸付の実施内容 

特例貸付は、令和２年３月２５日から令和４年９月３０日までを受付期間と

して、新型コロナウイルス感染症の影響で減収・休業・離職した方に対し、緊急

小口資金特例貸付および総合支援資金特例貸付の２種類の資金を貸し付け、厚

生労働省が定めた基準を満たす場合、償還免除が可能となる（別紙１・２・３・

４参照）。 

また、償還免除の対象とならない借受人について、償還が著しく困難になった

と認められる場合には、貸付元利金の償還を猶予することが可能となる（別紙５

参照）。 

 

３．委託業務の目的 

特例貸付の貸付後において、償還に関わる事務処理や情報管理など債権管理

を業者委託することにより、適正かつ効率的な業務の実施並びに業務量および

コストの削減を図ることを目的とする。 

 

４．主な業務の内容  

委託業務は、事務処理業務（償還免除、償還猶予、償還金管理）とコールセン

ター業務およびその他の業務を実施する。それぞれの業務内容は以下の通り。な

お、詳細は別紙６「事務処理およびコールセンター業務」及び別紙７「案内・通

知等の印刷・発送」を参照のこと。 

（１）事務処理業務 

 ①借受人等への通知業務 

 ②借受人からの収受業務 
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 ③償還免除にかかる審査業務 

 ④償還猶予にかかる審査業務 

⑤システム入出力業務 

⑥償還金収納業務 

⑦不達発送物の管理業務 

⑧通知返戻者に対する住民票調査業務 

⑨居住実態調査業務 

⑩ＳＭＳ送信業務 

（２）コールセンター業務 

 ①受信業務 

 ②発信業務 

 ※外国人対応を含む。 

（３）その他の業務 

 ①支援情報共有ツール運用業務 

 ②ファイリングおよび保管・管理業務 

 ③定例会議の開催 

④窓口対応 

⑤電話番号クリーニング業務 

⑥資料作成業務 

⑦その他、債権管理を行う上で、必要と考えられる業務 

 

５．債権管理業務スケジュール 

（１）特例貸付の償還免除および償還業務のスケジュール 

 別紙８「債権管理業務スケジュール」を参照のこと。 

 

６．実施日時 

（１）実施日時は、土・日曜日、祝祭日、年末年始（12 月 29 日から１月３日）

を除く、月曜日から金曜日とする。 

（２）実施時間は、原則として９時 00分から 17時 00分までとする。 

 

７．使用できる設備・機器等 

（１）業務システム 

 ①業務の実施においては、本会指定の業務システムを使用すること。 

②なお、受託事業者が保有するシステム等を用いる方が、本業務システムより

適正かつ迅速に業務を管理できる場合は、そのシステムを活用することがで

きる（事前申請および本会による許可が必要）。ただし、その場合においては、

受託事業者は貸付後の債権管理業務において必要なデータを本業務システム
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に入力（移行）する必要がある。 

 ③本業務システムを使用するためのパソコン等については、本会より貸出し

することが可能であるが、台数には限りがあるため、使用台数については、

本会と受託事業者の間で調整するものとする。 

 

（２）その他物品 

 ①その他、受託事業者で必要と判断する物品に関しては、原則として受託事業

者が用意すること。なお、調達に際し、本会が用意した方が安価な場合は、本

会が用意するものとする。 

 

８．その他 

（１）業務を実施する場所 

 ①本会が用意する業務スペースを使用する。所在地は以下のとおり。 

  〒371-8525 群馬県前橋市新前橋町 13-12 群馬県社会福祉総合センター 

        ２階ボランティアルームおよび４階本会福祉資金課 

 ②本会が用意する業務スペースで不足する場合は、受託者がスペースを用意

すること。 

③再委託は原則、印刷業務及び住民票調査や居住実態調査業務並びにコール

センターにおける通訳業務に限る。それ以外の業務は本会が合理的と認め、

許可した場合に限る。 

（２）人員体制 

 ①必要な人員を受託事業者にて確保する。 

  受託事業者は、本業務に適切かつ迅速に対応できるよう、人員を確保したう

えで、業務量の変動に応じた適正な人員配置を行い、円滑な運営が可能な体制

を構築すること。 

②業務責任者の選任 

本会からの指示、業務に関する報告・連絡・相談の窓口を担うとともに、業

務全体のオペレーションを統括・管理、実務担当者の指導・管理ができる責任

者（以下、「業務責任者」）を配置すること。 

  なお、業務責任者は、特例貸付における債権管理業務の経験を有し、本業務

を実施するために必要な能力・経験および適格性を有する自社の者を選任す

るものとし、業務内容は以下のとおりとする。 

 （ア）本会との情報共有のための会議等の開催 

 （イ）本会からの指示等に関わる従事者との連携 

 （ウ）業務状況に応じた適切な体制確保 

 （エ）従事者に対する指揮・監督 

 （オ）トラブル発生時の対応および報告 
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 ③受託事業者は以下のものを作成し、本会に提出すること。 

 （ア）業務計画書 

 （イ）業務マニュアル 

 （ウ）従事者名簿 

 （エ）業務報告書 

（３）委託業務の遂行に必要な経費の負担区分は、別紙９「生活福祉資金特例貸

付債権管理に係る業務に関するコスト分担表」のとおりとする。 

（４）受託事業者は、不測の事態により定められた期日までに業務を完了するこ

とが困難となった場合は、遅滞なくその旨を本会に連絡し、その指示を受け

るものとする。この場合、受託事業者は、事業が困難となった原因を解決し、

事業の遅れを回復するよう努めなければならない。 

（５）受託者は、業務の過程において本会から指示された事項については、迅速

かつ的確に対処するものとする。 

（６）本仕様書に記載がない事項等については、本会と協議のうえ決定すること。 

 

９．契約期間終了に伴う引継ぎ  

（１）本業務委託の契約期間終了に伴う委託業務の引継ぎに当たっては、通常

の業務に支障をきたさないようにすること。  

（２）業務の引継に必要な書類を作成し、契約期間内に引継を完了すること。  

（３）受託事業者が変更となる場合は、次期受託事業者が、引継ぎ費用を負担す

るものとする。 

 

10．守秘義務 

（１）受託事業者およびその従事者は、本業務の遂行上知り得た個人情報等を第

三者に漏洩および開示、並びに目的外使用してはならない。また、業務の実

施に必要な場合を除き、指定場所以外へ持ち出してはならない。 

（２）上記（１）の規定は、本業務の履行完了後も有効とする。 

 

11．個人情報の適切な取り扱い 

（１）受託事業者は、本業務の実施に関して入手した個人情報（複写、複製等を

含む）および関係資料については、本会の個人情報に関する規定に基づき適

切に管理すること。受託事業者側の管理体制については本会に書面にて報告

するとともに、滅失、棄損または漏洩等が発生しないよう必要な措置を講じ

るとともに、事由が生じた場合は、速やかに本会に報告しなければならない。 

（２）受託事業者は、本業務の実施に関して入手した個人情報の全部または一部

の複写・複製等を行ってはならない。ただし、本会が必要と認めた場合はこ

の限りではない。 
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（３）受託事業者は、本業務の実施において個人情報の複写・複製等が必要とな

る場合は、あらかじめ本会の承認を得ること。 

（４）受託事業者が本会の承認を得て複写物・複製物等を作成した場合は、本業

務の履行完了後、本会の指示に従い廃棄または消去したうえで、本会に報告

しなければならない。 

（５）本業務の履行完了後または本会から指示があった場合、受託事業者は本業

務に関して入手した個人情報の取扱いについては本会の指示に従うものと

する。 

（６）受託事業者が、情報端末等（携帯電話、スマートフォン、ノートパソコン、

タブレット端末等）および記録媒体（USBメモリ等）を持ち込むことを禁止

する。ただし、業務責任者が受託事業者への報告業務や従事者への連絡調整

等のために持ち込む場合は、事前に本会の許可を得ることとする。 

 

12. 賠償責任 

受託事業者は、本事業の実施に当たり、受託事業者の責めに帰すべき事由によ

り本会または第三者に損害を与えたときは、受託事業者の責任において、その損

害を賠償することとする。 

 

13．参加事業者に求める要件 

事業者選定の参加にあたっては、事業者は以下の内容をいずれも満たしてい

ること（その証明を添付すること）。 

（１）ISMSの認証、またはプライバシーマークを取得していること。 

（２）特例貸付事業の債権管理業務に係る受託実績があること。 

 

14．提案上限額 

 280,000,000円（消費税および地方消費税含む） 

※この金額は、契約時の予定価格を示すものではなく、企画提案の規模を示す

ものである。また、居住実態調査業務の金額は含まないものとする。 

※上限額を超えた場合は、失格とする。 

 

15．提出書類 

（１）見積書 

 ①事業実施に要する費用 

 ・年度ごとに、総額と内訳（業務ごとの作業工数と費用）を記載すること。 

 ・年度ごとに、人員配置および人数の変化が分かるように記載すること。 

 ・なお、それ以降は、現時点で想定される業務（本仕様書のとおり）に基づく

見積書であり、業務見直しを行った場合には、改めて見積書を提出することと
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する。 

 ・居住実態調査業務は、実績に応じて本会負担を予定していることから、１件

あたりの単価について、別途見積書を提出すること。 

 

 ②事業実施場所に係る費用 

 ・本会が用意する業務スペースで不足する場合は、年度ごとに記載すること。 

（２）提案書 

（３）提案事業者の概要が分かる資料（会社概要等） 

（４）定款の写し 

 

16．業務の提案内容 

 参加事業者は以下に定める内容を提案にて明確にすることとする。 

なお、目的達成のために有効と思われる内容は、提示した仕様の内容にかかわ

らず積極的に提案すること。 

（１）実施計画 

①全体スケジュール（移行期間を含む） 

②業務フロー 

（２）実施体制 

 ①体制図 

 ②業務責任者と従事者の責任と権限、業務範囲 

 ③安定的な人材確保の方法 

 ④本会と受託事業者（法人本部含む）の連絡調整の体制や報告の方法 

（３）生産性の向上・コスト削減への取組 

（４）個人情報保護 

 ①個人情報保護方針やマニュアル等の有無 

 ②個人情報保護のための対策（研修等） 

（５）人材育成 

 ①従事者の教育・育成方法 

 ②マニュアルの有無 

（６）業務実績 

 ①事業者の業務経歴や実績の詳細 

 ②特例貸付の債権管理業務に係る受託実績 

（７）その他 

 ①業務改善ケースの実績 

 ②苦情やトラブルが発生した場合の対処方法、発生防止策 
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17．提出方法 

（１）提出期限  令和７年２月１２日（水）正午まで 

         事業者からの質問を令和７年２月４日（火）正午まで受付け、

２月６日（木）１７時までに本会より参加事業者に回答する。 

         質問は、（２）の提出先にメールにて送付すること。 

（２）提出先   社会福祉法人群馬県社会福祉協議会 福祉資金課担当 

         〒371-8525 群馬県前橋市新前橋町 13-12  

群馬県社会福祉総合センター４階 

         ℡027-255-6031 FAX027-255-6444  

メール shikin@g-shakyo.or.jp 

（３）提出方法  提案内容は事業者任意書式とし、正本１部、副本５部を 

        郵送又は持参し、なおかつメールにて電子データの提出書類

一式を提出すること。 

 

18．業者プレゼンテーションの実施 

 令和７年２月１７日（月）とし、時間は別途通知する。 

 

19．審査の実施 

本会において業務委託提案書の内容について、提出書類（見積書含む）及び業

者プレゼンテーションに基づき、総合的に評価した上で選定する。なお、審査内

容は非公開とし、審査結果についての異議申立ては認めない。 

 

20．結果の通知 

 令和７年２月２１日（金）までに通知する。 
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＊目的達成のために有効な内容は、提示した仕様の内容にかかわらず提案してください 

＊別途任意の様式での作成も可 

新型コロナウイルス感染症に係る緊急小口資金等の生活福祉資金特例貸付 

債権管理に関わる業務委託提案書 

 

 


